
申請書類
様式第１－５（第４条関係）

（記　番　号）　
平成　　年　月　日　
　

総　務　大　臣
　　○　○　○　○　殿

住所　〒
名称（団体の場合には、団体名及び代表者氏名）
（代表者の役職も記載すること）　　　印　
○○年度情報通信利用促進支援事業費補助金交付申請書
　

情報通信利用促進支援事業費補助金交付要綱第４条の規定により、上記補助金の交付について、下記のとおり申請します。

記
１　補助事業の名称　デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発支援
「・・・・（研究テーマの名称を記入）・・・・の研究開発」

（補助対象事業が、障害者支援研究開発を行うものである場合は、

名称の後に(障害者支援研究開発)と記載すること）　　　　　　　　
２　補助事業の目的及び内容

３　補助事業に要する経費の額　　　　　,　　　　,　　　円
（申請年度の補助事業経費の額（間接経費の申請がある場合は間接経費込み）を記入）
４　補助対象経費の額　　　　　,　　　　,　　　円
（申請年度の補助対象経費の額（間接経費の申請がある場合は間接経費込み）を記入）
５　補助金交付申請額　　　　　,　　　　,　　　円（間接経費の申請　有・無）
（申請年度の補助金申請額（間接経費の申請がある場合は間接経費込み）を記入）
６　補助事業の開始及び完了年月日（完了予定日は３年度以内）
（補助対象事業となる研究開発の開始及び完了予定日）
　平成　　年　月　　日　～　平成　　年３月　　日（継続の場合は、開始初年度から）
添付書類
１　補助対象事業総括表
２　申請者概要説明書
３　研究開発内容等説明書
４　補助対象経費等説明書
５　補助対象経費積算表
６　イラスト図

７　他府省を含む他の競争的資金の応募・受入状況

８　間接経費率計算書（間接経費を申請する場合に限り添付）

連絡先

（申請に関する連絡担当者の所属、役職、氏名、電話番号、FAX番号、E-mailアドレス等を記入）
（添付書類１）
補　助　対　象　事　業　総　括　表
１  会社概要
	フリガナ
	
	設立
	 年  月

	会社名
	
	従業員
	人

	事業内容
	

	資本金
	千円
	主要株主
	1．       　　　　　    ％
2．        　　　　　   ％
	申請
要件
	大企業出資 （有・無）
国等の出資 （有・無）

	     年  月期
	売上
	千円
	経常
利益
	千円
	研究
費用
	千円

	     年  月期
	
	千円
	
	千円
	
	千円


２  研究開発体制
	研究組織
	
	研究者人数
	人

	外部指導者
	


３  研究開発内容
	研究開発の名称
	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・の研究開発
（申請書（様式第１）に記載の補助対象事業の名称を記載すること。）

（補助対象事業が、障害者支援研究開発を行うものである場合は、

名称の後に(障害者支援研究開発)と記載すること）

	研究開発内容
	（添付書類３-２（４）を簡潔かつ明瞭にまとめて記載のこと。また、当該研究成果によりどのような問題が解決されるかについても触れること。）

	研究開発成果
	（簡潔かつ明瞭に記載のこと。また、狙いとするサービスが何かについても触れること。）

	新規性　（期待される新規事業）
	（添付書類３-２（４）アを簡潔かつ明瞭にまとめて記載のこと）

	波及性
	(新規事業の成長性、又は開発技術の波及性)
	（添付書類３-２（４）イを簡潔かつ明瞭にまとめて記載のこと）

	有益性　（高齢者等への有益性）
	（添付書類３-２（４）ウを簡潔かつ明瞭にまとめて記載のこと）


４  研究開発計画      ［研究開発期間］  平成    年  月  日 ～ 平成    年  月  日
	年     度
	平成２４年度
	平成２５年度
	平成２６年度
	合   計

	内容・目標
	

	
	
	

	補助対象経費
	千円
	千円
	千円
	千円

	補助金交付申請額
	千円
	千円
	千円
	千円


５  補助金の必要性等
	補助を必要とする理由
	

	補助金以外の資金調達
	

	（事務局記入欄）


［注意］　全体を１頁でまとめること。
（添付書類２－１）
申　請　者　概　要　説　明　書
	１ 会社概要
	（会社の沿革を記載のこと。また、現在営んでいる主な事業及び主たる製品又はこれまでの研究開発の成果の概要等を記載のこと。必要に応じパンフレット添付のこと。）

［売上構成］

	
	製（商）品名
	年間売上高
	構成比

	
	
	千円
	

	
	
	千円
	

	
	その他製（商）品
	千円
	

	
	合       計
	千円
	１００％

	２ 企業コード
	（帝国データバンクの企業コードがある場合には記載のこと）

	（フリガナ）

３ 代表者の氏名
	代表者とは団体の代表者（法人であれば代表取締役等）のこと。

	４ 本社等の所在地
	（本社及び主な事業所等の所在地を記載のこと。）




	５ 会社設立日及び上場又は登録日
	（申請者が法人の場合には、創業年月、会社設立日、証券取引所への上場日又は証券業協会への店頭登録日等を記載のこと。）

	６ 取引銀行
	（現在の主な取引銀行名、支店名等を記載のこと。）



	７ 借入金
	      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	８ 過去における本制度への申請及び採択の有無
	（過去に本制度に申請又は採択をされた事がある場合には、申請（採択）年度及び申請（採択）テーマを必ず記載のこと。




［注意］全体を１頁でまとめること。
（添付書類２－２）
株　主　等　一　覧　表
１ 株　主                                             

（平成     年   月   日現在）
	株 主 氏 名
	住         所
	持株数
	持株比率
	備    考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


［注意１］　株主が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金及び従業員数を記載のこと。

［注意２］　株主が法人で筆頭株主の場合は、その株主との関係（連結決算対象等）があれば、備考欄にその関係を記載すること。
［注意３］　株主が個人の場合は、備考欄に自社との関係を記載のこと。
２ 役　員                                               

（平成     年   月   日現在）
	役　職　名
	氏    名
	住       所
	備    考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


［注意］  他社の役員を兼務している場合は、備考欄に会社名及び職名を記載のこと。
（添付書類２－３）
経　営　状　況　表
会社名                       

（単位：千円）
	
	第    期
    年  月  日から
    年  月  日
	第    期
    年  月  日から
    年  月  日
	第    期
    年  月  日から
    年  月  日

	売上高    Ａ
	
	
	

	経常利益  Ｂ
	
	
	

	総資本    Ｃ
	
	
	

	自己資本  Ｄ
	
	
	

	流動資産  Ｅ
	
	
	

	流動負債  Ｆ
	
	
	

	総資本経常利益率
（Ｂ×１００）／Ｃ
	％
	％
	％

	売上高経常利益率
（Ｂ×１００）／Ａ
	％
	％
	％

	自己資本比率
（Ｄ×１００）／Ｃ
	％
	％
	％

	流動比率
（Ｅ×１００）／Ｆ
	％
	％
	％


［注意１］ 本資料は、過去３期の財務諸表により作成のこと。（設立後３期未満の場合は過去１期又は２期分で可。設立後１期未満の場合は上部余白に「設立後１期未満」と記載して表は空白で提出。）
［注意２］ 金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記載のこと。率は、少数第２位を四捨五入して少数第１位まで記載のこと。
［注意３］ 本資料の根拠となる貸借対照表、損益計算書の他、販売費及び一般管理費内訳書、製造原価報告書並びに利益金処分（損失金処理）計算書の写しをＡ４版用紙にて添付のこと。
（添付書類２－４）

履　歴　書（代　表　者）
	フリガナ                                大正・昭和   年   月   日生まれ      歳
氏   名

	現住所




電話番号
（
）





Ｆ Ａ Ｘ

（
）

	年  月  日
	学歴

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	職歴

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	その他

	
	

	
	

	
	

	上記のとおり相違ありません。

住所
平成  年  月  日

氏名
   （  署  名  ）  ［印］



[注意]  代表者とは団体の代表者（法人であれば代表取締役等）のこと。
（添付書類３－１）

研　究　開　発　内　容　等　説　明　書

１ 研究開発体制
	（１）研究代表者（主任研究者）の氏名等

（研究代表者は、自社所属の者とすること。）
	フリガナ
	
	年齢
	歳 

	
	氏名
	
	
	月  日現在

	
	所属機関

及び

所属機関ID
	(e-Radにおいて付与される10桁の所属研究機関コードを記入)

	
	同所在地
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	電話番号
	
	Fax番号
	

	
	ｅ-ｍａｉｌ
	

	
	エフォート
	％（研究者の年間の全仕事時間を100％として当該研究開発課題の実施に必要な時間の配分率）

	
	研究者ID
	（e-Radにおいて付与される8桁の研究者番号を記入）

	（２）研究代表者の略歴・論文・著書・特許
	（補助対象となる研究開発を行う代表研究者の略歴を記載のこと。その他論文・著書・特許等あれば近年の重要なものを10件以内で記載。）

	（３）研究分担者、外部指導者等の氏名等
	フリガナ
	
	年齢
	歳 

	
	氏名
	
	
	月  日現在

	
	所属機関
	

	
	同所在地
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	電話番号
	
	Fax番号
	

	
	ｅ-ｍａｉｌ
	

	
	エフォート
	％（年間の全仕事時間を１００％として当該研究開発課題の実施に必要な時間の配分率）

	
	研究者ID
	（e-Radにおいて付与される研究者IDを有する場合は、

必ず記入のこと。）

	（４）研究分担者、外部指導者等の役割分担・略歴・論文・著書・特許
	（補助対象となる研究開発を行う研究分担者（外部指導者）の役割分担、略歴を記載のこと。その他論文・著書・特許等あれば近年の重要なものを10件以内で記載。）

	（５）経理担当者の氏名等
	フリガナ
	

	
	氏名
	

	
	所属機関
	

	
	同所在地
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	電話番号
	
	Fax番号
	

	
	ｅ-ｍａｉｌ
	

	（６）研究開発の組織、体制及び人員等
	（補助対象事業となる研究開発を行う組織・体制を図示するとともに、これに従事する者の人数、氏名等をできる限り詳細に記載のこと。紙面が不足する場合は、次項（７）と合わせて別頁とすること。）



	（７）他の指導者又は協力者
	（他からの指導者又は協力者がある場合に、職名、氏名及び指導関係又は協力関係について記載のこと。上記の（６）に含めて記載することも可。）

	（８）研究開発成果の実証評価（ユーザーサイドからの評価）
	（研究開発の成果について、高齢者・障害者等想定される利用者を対象に行う実証評価の方法について具体的に記載のこと。例えば、

・社団法人○○にモニター調査を委託する予定。

・社会福祉法人△△と協力して、モニター調査を実施する予定。

・財団法人○○と社会福祉法人△△他、関連機関への参加を要請する予定。

・実験参加対象者○名、保護者等○名の計○名にて実施する予定。

・○○盲学校にモニター試用を依頼する予定。　等）




［注意１］　全体を３頁以内でまとめること。

［注意２］　研究分担者等が複数の場合は適宜（３）、（４）を繰り返し作成すること。

（添付書類３－２）

研　究　開　発　内　容　等　説　明　書
２　研究開発内容
	（１）研究開発の名称
	（申請書（様式第１）に記載の補助対象事業の名称を記載のこと。）

（補助対象事業が、障害者支援研究開発を行うものである場合は、名称の後に（障害者支援研究開発）と記載すること。）

	主分野
	（別表1（２２ページ）を参照の上、該当する研究分野のコード（４桁）を記載すること。

	副分野

（３個まで）
	（別表1（２２ページ）を参照の上、該当する研究分野のコード（４桁）を記載すること。

	キーワード

（５個まで）
	（別表２（２３～２５ページ）を参照の上、該当する研究キーワードのコード（３桁）を記載すること。該当する研究キーワードが無い場合は、自由記述（３０文字以内）とする。）

	研究開発の性格

（複数回答可）
	応用研究
	
	基礎研究によって発見された知識を利用して、特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究及び既に実用化されている方法に関して、新たな応用方法を探索する研究。

	
	開発研究
	
	基礎研究、応用研究及び実験の経験から得た知識の利用であり、新しい材料、装置品、システム、工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究。

	（２）研究開発期間
	開始（予定）日  ： 平成     年   月   日
終 了 予 定 日  ： 平成     年   月   日
	全体の期間
年   ヶ月

	（３）研究開発の最終目標
	研究開発の目的
	（具体的かつ詳細に記載のこと）


	
	最終的成果
	（具体的かつ詳細に記載のこと）

	
	可能となる新規事業と企業化見込み等
	（具体的かつ詳細に記載のこと）

（企業化見込みについては、企業化に向けた計画[例えば、自社製造販売、ＯＥＭ供給等]について記載のこと。また、特許・工業所有権等取得の可能性についても記載すること。）

	（４）研究開発の内容
	（補助対象となる研究開発の内容について具体的かつ詳細に記載のこと。障害者支援研究開発を行う場合は、本研究開発により、どのように通信・放送サービスの利用に身体上の機能の制限を受ける者が新たに当該通信・放送サービスを円滑に利用することが可能となるのかを、併せて説明すること。紙面が不足する場合は、(4)全体を別頁とすること。）



	ア
	新規性
	（本研究開発の成果によって、通信・放送サービスに関連した新たな役務を提供する事業又は役務の提供の方式を改善する事業の創出に資する研究開発であることの説明を記載のこと。）



	イ
	波及性
	（開発される技術により創出される新規事業・サービスが、将来的に大きく成長する可能性があること、又は開発される技術が、通信・放送の技術として幅広く波及する可能性があることの説明を記載のこと。）

	ウ
	有益性
	（補助対象事業が、高齢者・障害者の利便の増進に資するものであることの説明を記載のこと。）




［注意］　全体を５頁以内でまとめること。
（添付書類３－３）

研　究　開　発　内　容　等　説　明　書

３ 研究開発計画等
	（１）研究開発の  年次計画
	研究開発項目及び概要

	
	平成２４年度
	（年度毎の研究開発事項、開発段階の進展、その概要等について記載のこと。また、継続案件については、左欄の年度の値を適宜修正し、初年度から終了年度までの各年度について記載すること。）


	
	平成２５年度
	

	
	平成２６年度
	


	（２） 企業化・事業化の計画
	（研究開発の成果に基づき、実施される新規事業の企業化・事業化に向けた計画[例えば、自社製造販売、ＯＥＭ供給等]について具体的に記載のこと。）


	（３） 既存の技術との相違等
	（研究開発と自社若しくは他社の既存の技術との相違、関係、優劣等を記載のこと。）


	（４） 関連する特許等
	（研究開発に関連する特許、工業所有権、その他の知的所有権があれば記載のこと。）


	（５） その他
	（研究開発の実施に関連して特に背景や問題意識があれば具体的に記載のこと。）



［注意］　全体を１頁でまとめること。
（添付書類４）
補助対象経費等説明書
１　補助対象経費及び補助金交付申請額
	年    度
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	平成　　年度
	補助対象経費：       　　　 千円
	補助金交付申請額：           千円

	年度
	補助対象経費：   　　　     千円
	補助金交付申請額：           千円

	年度
	補助対象経費：  　　　      千円
	補助金交付申請額：           千円

	合      計
	                          千円
	                          千円


（［注意］ここで補助対象経費、補助金交付申請額とは、申請段階で計画したの研究開発費用のこと。）
２ 補助対象経費の内訳（平成２４年度分）　　　　　　　　　　　　　  （単位： 円）
	支
出
	費 目 区 分
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	
	設備費
	建設費
	
	（補助対象経費の１/２以下）

	
	
	機械装置等購入費
	
	（補助対象経費の１/２以下）

	
	
	（  小  計  ）
	
	

	
	物  品  費
	
	（補助対象経費の１/２以下）

	
	労  務  費
	
	（補助対象経費の１/２以下）

	
	外  注  費
	
	（補助対象経費の１/２以下）

	
	委  託  費
	
	（補助対象経費の１/２以下）

	
	諸  経  費
	
	（補助対象経費の１/２以下）

	
	①直接経費の合計
	（添付書類５「補助対象経費積算表」の直接経費の合計額と一致すること）
	

	
	②間接経費
	（添付書類５「補助対象経費積算表」の間接経費の額を転記）
	（補助金交付申請額（直接経費の合計額）に間接経費率を乗じたもの）

	
	総計①＋②
	（添付書類５「補助対象経費積算表」の総計の額と一致すること）
	

	
収
入
	調 達 区 分
	金         額
	備          考

	
	自 己 資 金
	
	

	
	借  入  金
	
	（借入予定の銀行・支店名等）

	
	役員等からの借入金
	
	（主な役員の氏名等）

	
	その他の収入
	
	（具体的な内容等）

	
	（  小 計  ）
	
	

	
	補助金交付申請額
	
	

	
	合     計
	（支出総計額と一致）
	


［注意１］千円未満は切り捨てること。
［注意２］全体を１頁でまとめること。
（添付書類５）

補助　対　象　経　費　積　算　表
（別紙１「補助対象経費についての留意事項」に従って記載のこと。）
	費目名

（補助対象費目を記載のこと。）
	品名
	単価（円）
	数量
	金額（円）
	用途

	例

：

設備費
	例：建設費
	賃借料
	200,000
	８ヶ月
	1,600,000
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　　　計
	1,600,000
	

	
	例：機械装置等購入費
	○○裝置
	1,300,000
	１台
	1,300,000
	

	
	
	△△ＰＣ
	300,000
	２台
	600,000
	

	
	
	小        計
	1,900,000
	

	
	小　　　計
	3,500､000
	

	例：物品費
	○○装置
	500,000
	３台
	1,500,000
	

	
	器具Ａ
	150,000
	５台
	750,000
	

	
	小        計
	2,250,000
	

	例：労務費
	○○　○○

(研究者の氏名)
	4,200
	1,000時間
	4,200,000
	

	
	□□　□□

(研究者の氏名)
	2,700
	750時間
	2,025,000
	

	
	小        計
	6,225,000
	

	例：外注費
	□□ソフトの制作・開発
	2,000,000
	１式
	2,000,000
	

	
	□□装置の製作・開発
	2,000,000 
	１式
	2,000,000
	

	
	小        計
	4,000,000
	

	例：委託費
	□□に関する研究委託
	5,000,000 
	１式
	5,000,000
	

	
	
	
	
	
	

	
	小        計
	5,000,000
	

	例：諸経費
	交通費
	800,000
	１式
	800,000
	

	
	光熱水費
	10,000
	８ヶ月
	80,000
	

	
	小        計
	880,000
	

	直接経費の合計
	21,855,000
	

	間接経費（間接経費率　１０．０％）

（間接経費計算書に基づき申請する率を記入すること）
	2,185,000
	

	総　　　　計
	24,040,000
	


[注意１]　添付書類４の補助対象経費の内訳（平成２４年度分）の精算内容について記載のこと。

[注意２]　金額の千円未満は切り捨てること。

[注意３]　単価は、時価、実購入価格を基準とすること。

[注意４]　費目毎に整理して記載のこと。用紙が足りない場合は適宜様式の欄を追加、又は別頁とすること。

[注意５]　品名（品目）は交付要綱又は応募要領の「補助対象経費の費目とその範囲」に照らし

　　　　て、該当する費目に区分・記載すること。
（添付書類６）

イ　ラ　ス　ト　図
（研究開発に関するシステム図等を､研究開発体制、設備等の調達品目（外注、委託を含む）

との関連が判るように、できるだけ具体的に１頁で記載して研究開発内容を説明すること。）

（添付書類７）
他府省を含む他の競争的資金等の応募・受入状況

［記入要領］

当該研究課題に係る研究者で、他府省を含む他の制度の競争的資金又は他の公的資金による研究補助等を現に受けているか、又は今後受ける予定がある場合、以下の表１に当該研究者の氏名、所属、及び当該制度並びに他の制度の研究への参加のエフォートを記入すること。表１の制度名にはA,B,C,D….などの符号を記入し、表２の左端の欄に同じ符号を記入して該当する制度名（実施機関名）、研究課題名、研究期間、予算額、研究概要（150字程度）及び当該制度の研究課題との違い（研究課題名が当該研究課題と同一または類似している場合のみ。）を記入すること。

これらの表は、複数の競争的資金等が同じ内容の研究課題に重複して配分されたり、特定の研究者に研究資金が過度に集中する等の不合理を防ぐことを目的としているので、必要な場合は表の行を追加して残らず記入すること。

表１

	氏　名
	所　属
	当該制度
	他の制度１
	他の制度２
	他の制度３
	他の制度４

	
	
	制度名
	エフォート(%)
	制度名
	エフォート(%)
	制度名
	エフォート(%)
	制度名
	エフォート(%)
	制度名
	エフォート(%)

	○○太郎
	☆☆部△△課
	A
	20
	B
	30
	C
	10
	
	
	
	

	◇◇次郎
	☆☆部△△課
	A
	40
	D
	20
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※エフォート：年間の全仕事時間を１００％として、当該研究開発課題の実施に必要な時間の配分率

表２

	制度名

（実施機関名）
	研究課題名
	研究期間
	予算額

[千円]
	研究概要(上段)〔150字程度〕

	
	
	
	
	当該制度の研究課題との違い(下段)

	A
	高齢者・障害者向け通信・放送サービス充実研究開発補助金（総務省）
	ＸＸＸシステムの研究開発
	H23.7.1～

H24.3.31
	 25,000
	○○○○○○○○○のため、▲▲▲▲▲の研究開発を行う。

	B
	科学研究費補助金（文部科学省）
	XXXシステムの○○に係る研究開発
	申請中
	30,000
	○○○○○○○○○のため、▲▲▲▲▲の研究開発を行う。

	
	
	
	
	
	■■■■のため、Aの制度の課題とは異なる。

	C
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（添付書類８－１）
平成　　年 　 月 　 日
総務大臣　殿




  　　　　住　　所　〒　　　－  



          　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　



          　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
間接経費率計算書（一般企業）

平成２４年度デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発補助金の間接経費率として、下記のとおり申請いたします。

記

１．間接経費率

　　・直近の財務諸表等に基づく間接経費率：　　　％

　　・間接経費率の上限　　　　　　　　　：　３０％

　　従って、間接経費率は　　％を申請します。

２．算出根拠

　　（損益計算書の要旨と算出根拠を記載する）

（計算に用いた数値は、提出する財務諸表（損益計算書等）等のコピーの該当箇所にマーキング等を施して添付し、根拠を明示すること）

間接経費率（％）＝＊＊＊％
間接経費率（％）＝｛（販売費及び一般管理費）－（販売費）｝÷（売上原価）×１００
３．添付資料

　・計算根拠資料（一般企業の場合は別紙を参考に作成。）
以上

別　紙

間接経費率計算書（計算根拠資料）

【単位：円】

	販

売

費

及
び

一
般

管
理

費
	決　算　数　値
	控　除　項　目
	一般管理費

相当額
	使途及び計算根拠の説明

	
	科　目
	科目の額
	販管費内

直接経費
	販売費
	調整経費
	
	

	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	

	
	役員報酬
	
	1,000,000
	
	
	
	
	▲
	1,000,000
	
	0
	

	
	給与手当
	
	10,000,000
	▲
	5,000,000
	
	
	
	
	
	5,000,000
	研究者５人／全職員１０人


	
	接待交際費
	
	1,000,000
	
	
	▲
	1,000,000
	
	
	
	0
	

	
	通信費
	
	2,000,000
	▲
	1,000,000
	
	
	
	
	
	1,000,000
	研究者５人／全職員１０人


	
	旅費交通費
	
	2,000,000
	
	
	
	
	▲
	800,000
	
	1,200,000
	幹部ﾀｸｼｰ代､社用者ｸﾞﾘｰﾝ代等を調整経費として除外

	
	地代家賃
	
	30,000,000
	▲
	30,000,000
	
	
	
	
	
	0
	補助対象経費として申請



	
	貸倒損失
	
	20,000,000
	
	
	
	
	▲
	20,000,000
	
	0
	

	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	
	（略）
	

	
	小　計
	①
	100,000,000
	②
	40,000,000


	③
	25,000,000
	④
	26,800,000
	⑤
	8,200,000


	⑤＝①－②－③－④




	製

品

製

　造

原

価
	決　算　数　値
	控　除　項　目
	製品製造原価
相当額
	使途及び計算根拠の説明

	
	科　目
	科目の額
	
	－
	
	－
	調整経費
	
	

	
	（略）
	
	（略）
	
	－
	
	－
	
	（略）
	
	（略）
	

	
	材料費
	
	
	
	－
	
	－
	
	
	
	
	

	
	主要材料費
	
	300.000
	
	－
	
	－
	
	
	
	300,000
	

	
	労務費
	
	
	
	－
	
	－
	
	
	
	
	

	
	役員報酬
	
	500,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	500,000
	補助対象経費として申請



	
	給与手当
	
	5,000,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	5,000,000
	補助対象経費として申請



	
	経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	通信費
	
	2,000,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	2,000,000
	補助対象経費として申請



	
	旅費交通費
	
	2,000,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	2,000,000
	

	
	会議費
	
	100,000
	
	－
	
	－
	▲
	100,000
	
	0
	

	
	新聞図書費
	
	500,000
	
	－
	
	－
	
	
	
	500,000
	

	
	（略）
	
	
	
	－
	
	－
	
	（略）
	
	（略）
	

	
	小　計
	⑥
	20,100,000
	
	－
	
	－
	⑦
	5,100,000
	⑧
	15,000,000


	⑧＝⑥－⑦




	算　出　式
	間接経費率
	備　考

	（⑤の額）
	
	
	（②の額）
	
	（⑧の額）
	
	
	
	

	8,200,000
	÷
	（
	40,000,000
	＋
	15,000,000
	）
	
	１4．9
	％
	


（添付書類８－２）

平成　　年 　 月 　 日
総務大臣　殿





  　　　　住　　所　〒　　　－  



          　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　



          　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
間接経費率計算書（国立大学法人、学校法人）

平成２４年度デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発補助金の間接経費率として、下記のとおり申請いたします。

記

１．間接経費率

　　・直近の財務諸表等に基づく間接経費率：　　　％

　　・間接経費率の上限　　　　　　　　　：　３０％

　　従って、間接経費率は　　％を申請します。

２．算出根拠

　　①人件費

　　②教員人件費

　　③管理経費

　　④管理費

　　⑤消費支出の部合計

間接経費率（％）＝＊＊＊％
間接経費率（％）＝（管理費）÷（消費支出の部合計）×１００

管理費＝｛（人件費）－（教員人件費）｝＋（管理経費）

　　（損益計算書の要旨と算出根拠を記載する）

（計算に用いた数値は、提出する財務諸表（損益計算書等）等のコピーの該当箇所にマーキング等を施して添付し、根拠を明示すること）

３．添付資料

　・計算根拠資料

以上

（添付書類８－３）

平成　　年 　 月 　 日
総務大臣　殿





  　　　　住　　所　〒　　　－  



          　　　　名　　称　　　　　　　　　　　　　　　



          　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
間接経費率計算書（公益法人）

平成２４年度デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発補助金の間接経費率として、下記のとおり申請いたします。

記

１．間接経費率

　　・直近の財務諸表等に基づく間接経費率：　　　％

　　・間接経費率の上限　　　　　　　　　：　３０％

　　従って、間接経費率は　　％を申請します。

２．算出根拠

（損益計算書の要旨と算出根拠を記載する）

（計算に用いた数値は、提出する財務諸表（損益計算書等）等のコピーの該当箇所にマーキング等を施して添付し、根拠を明示すること）

間接経費率（％）＝＊＊＊％
間接経費率（％）＝（管理費）÷｛（総事業費）－（間接事業費）｝×１００
３．添付資料

　・計算根拠資料

以上

【様式１】





（　）の記述は留意ポイントの説明ですので、申請の際には削除して下さい。





（補助対象事業の概要を記載）





（簡潔かつ明瞭に記載のこと。継続案件は年度欄の値を適宜修正し、初年度から終了年度までの各年度について記載すること。）








（間接経費を申請する場合は間接経費を含めた額を記載すること。）





（前年度末における全ての短期／長期借入金の額を記載のこと）





（該当するものに


○をつけること）








（間接経費を申請する場合は間接経費を含めた額を記載すること。）





収入合計に占める補助金


交付申請額の比率


                       ％





（他府省を含む他の制度の競争的資金又は他の公的資金による研究補助等を現に受けていない、又は今後受ける予定もない場合は、「該当なし」と記載して必ず提出して下さい。）





（注）間接経費を申請する場合は、当該様式の書類が必須。





（注）間接経費を申請する場合は、当該様式の書類が必須。





（注）間接経費を申請する場合は、当該様式の書類が必須。









